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10名全員が医療的ケアを必要とする児童・生徒に
関わる時，もしくは関わることになる時に不安を感じ
ると回答した。不安の内容に関しては，緊急時の対応
が8名と最も多く，事故が起こることの不安，医療的
ケアの技術上の不安が7名，医療的ケアの知識上の不
安，児の健康状態の把握が6名と過半数を超えていた
（図2）。内容の習得度に関しては，十分が9名，ほぼ
十分が1名であり，あまり十分でない，不十分と回答
した受講生はいなかった。講習の負担感に関しては，
大きくないが8名，あまり大きくないが2名であり，
やや大きい，大きいと回答した受講生はいなかった。
講習の感想に関して自由記述で解答してもらったと
ころ，「吸たんや経管栄養の実技，一次救命を学べて
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よかった。これからどのような児童が入学してくるか
わからない世の中なのでよかった。」「特別支援学校の
勤務経験がなく，看護師の資格もないため，実際の器
具で実習できたことがよかった。」「いろいろな機材を
実際に触ったり，操作できたりしたことがとてもよ
かった。そのため講義の内容がよく分かった。」「少人
数での講習で演習も取り入れられており，専門的な知
識・技能を十分に習得できた。」「日頃の執務では触れ
られない内容で実技も学べたので，養教としてはあり
がたかった。養教の専門性を高められるような講習が
もっと増えると助かる。」などおおむね好意的な意見
であった。
Ⅳ．考察
今回の講習では養護教員が多かったため，半数は医
療的ケアを必要とする児童・生徒に直接・間接的に関
わっていたが，我々の平成28年度の調査6 と同様に，
通常の学校に勤務している教員も多くが医療的ケアを
必要とする児童・生徒に対する不安を抱えていること
が明らかとなった。医療的ケアを必要とする児童生徒
の担当となる時の不安の内容として，半数以上の教員
が「事故が起こることの不安」「緊急時の対応」「医療
的ケアの知識上の不安」「医療的ケアの技術上の不安」
であったことも我々の報告や，小室ら（2008）9，榎
本ら（2009）10 が指摘している内容とほぼ同じであっ
た。医療的ケアを実際に実施するには，児童生徒の健
康状態の把握に加え，専門性の高い医学的知識や判断
力が必要とされる。吉利（2016）4 が2015年に学校教
員に行った質問紙調査では，医療に関する配慮を要す
る児童・生徒に積極的には関わりたくないとする回答
が27.9％あり，積極的に関わりたいと回答した18.7％
を上回っていたと報告しており，教員が医療的ケアを
必要とする児童生徒と関わることには依然抵抗感があ
るものと考えられる。宮本ら（2009）11 は，教員が特
定の医療的ケアについて看護師への依存を強めている
として，日常生活の中で児童・生徒の体調の変化など
に教員が鈍感になる危険性があると指摘している。実
際に特別支援学校に配置されている看護師の数は平成
19年度に853名であったのが，平成29年度には1807
名と大きく増加しており，通常の小中学校にも平成29
年度は553名配置されている1。また，特定の医療的
ケアを実施することのできる認定特定行為業務従事者
である教員が認定されていない自治体も多く1，医療的
ケアの実施主体が看護師，もしくは保護者となってい
ると考えられる。就学先決定の仕組みについては，平
成25年に行われた学校教育法施行令の改正により，一
定の障害のある児童生徒は特別支援学校に原則として
就学するという従来の仕組みが改められ，個々の児童
生徒について障害の状態，本人の教育的ニーズ，本人・
保護者の意見，教育学・医学・心理学等専門的見地か
らの意見，学校や地域の状況等を踏まえた総合的な観
点から就学先を決定する仕組みへと改められている。
そのため，医療的ケアの存在のみが就学先決定の条件
にはならず，柔軟な対応が求められている。しかし，
通常の小中学校では医療的ケアを必要とする児童・生
徒の在籍は1 ～ 2名であること，継続的に医療的ケア
を必要とする児童・生徒が入学してくることはまれで
あることから学校・教員に経験を積み重ねることが困
難であり，医療的ケアを必要とする児童・生徒の入学
が決定してから対象児童・生徒の状況に応じて学校の
体制を構築することが求められる可能性がある。本研
究では，通常の小中学校に医療的ケアを必要とする児
童・生徒が在籍しており，医療的ケアの実施主体は看
護師であるとの想定のもと，関わる教員に児童・生徒
の実態に即した必要最小限の研修を行うことを目標と
した。過去の報告より6，9，10，「事故が起こることの不
安」「緊急時の対応」「医療的ケアの知識上の不安」「医
療的ケアの技術上の不安」「児の健康状態の把握」が教
員の抱えている不安であることが判明しており，また
医療的ケアの実施主体は看護師との想定であることか
ら，医療的ケアの技術的な内容は最小限とし，緊急時・
事故対応，および児童・生徒の健康状態の把握を中心
に置いた。そして，普段教員は医療的ケアに関わる医
療機器に触れる機会がほとんどないことから，シミュ
レーターをはじめ，実際の医療機器（気管カニューレ，
胃ろうボタン，吸引器など）を使用した実技講習とした。
たんの吸引，経管栄養に関する緊急時・事故対応に関
しては，気管カニューレの抜去，経鼻胃管・胃ろうボ
タンの抜去時の対応を実施した。特に気管カニューレ
の抜去時の再挿入は原則として看護師が行う手技であ
るが，気管カニューレがどのような状態で気管切開孔
から気管内に挿入されているのかを体験することで，
気管カニューレが挿入されている児童・生徒との関り
に対して抵抗感が少なくなったとの意見が得られた。
我々の以前の報告で，実際に医療的ケアを実施してい
なくても医療的ケアを必要とする児童・生徒の担当経
験がある場合には，医療的ケアを必要とする児童・生
徒への不安感が軽減することが分かっており6，未経験
の教員がより積極的に医療的ケアを必要とする児童・
生徒に関われるよう不安を軽減する取り組みは重要と
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考えられる。今回の講習では，自ら選択して受講した
教員であることから，内容の習得度は十分であり，負
担度も大きくないとの回答であったが，関わることに
消極的な教員であっても医療的ケアを必要とする児
童・生徒への不安感を軽減できるような内容・構成を
検討していく必要がある。また，たんの吸引，経管栄
養以外にも医療的ケアはさまざまなケアがあり，個々
の児童・生徒の実態に合わせた必要最小限の内容を検
討していく必要がある。
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